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令和５年度定期監査（下期）結果

１ 実 施 期 間 令和 6年 2月 2日から 3月 7日まで

２ 対象 とした 令和 5年度 一般会計及び特別会計の歳入歳出予算執行

事項及び範囲 状況について（令和 5年 12 月 31 日現在）

３ 対象 部課名 《総務部》総務課、行政経営課

《市民活動部》協働推進課、生涯学習課、スポーツ推進課

《市民保健部》市民課、火葬場建設推進課、健康推進課、医療課

《水道部》下水道課

《教育委員会事務局》教育総務課、学校教育課、文化財課

４ 着 眼 点

一般会計及び特別会計の歳入歳出予算執行状況について、下記を主眼として監査を

実施した。

・正確性：財務関係書類等の正確性の検証

・適法性：法令・規則等に準じた事務処理がされているか

・計画性：予算の執行は計画的に行われているか

・効率性：事業運営が費用・労務を最少限とする手法か

・有効性：事業運営の結果が、所期の目標を達成しているか、また、効果を

あげているか

５ 監査 の方法

所管課から提出された資料について、書類監査を行うとともに、所管課の説明聴取

及び質疑を実施した。

６ 監査 の結果

監査の結果、事務事業の執行状況は全般にわたり概ね適切であった。

なお、監査の過程での軽微な事項については、口頭で指示をしたが、特に次の点に

ついては留意されたい。
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〇例規集及び要綱集の更新について（総務課）

市は、例規及び要綱の制定及び改廃が行われた際には、四半期ごとに例規集及び要綱集

の内容更新を委託し、ホームページに反映させることとしている。

令和 5年 4 月 1日に改正された商工振興課の要綱について、令和 6年 1月時点において

も未更新のままであったため、総務課から提出された管理簿で確認したところ、当該要綱

が漏れており、正確に管理されていなかった。

また、制定及び改廃が決定された例規等について、原課とのやり取りに時間を要したこ

と等により、四半期ごとの更新に間に合わず、6か月程度更新が遅れているものも見受け

られた。

例規及び要綱は、市政の執行に必要な基準や運営、処理方法等を規定するものであり、

制定及び改廃の際は、総務課での受付から市のホームページに掲載するまで確実に進捗を

管理するよう努められたい。

〇狂犬病予防注射の接種率について（健康推進課）

狂犬病予防法第 5条第 1項において、犬の所有者は予防注射を毎年 1回受けさせなけ

ればならないと規定している。

接種率について調査したところ、表 1のとおり国及び県の接種率を上回っているものの、

令和 3 年度は 89.9％、令和 4 年度は 87.5％、令和 5 年 12 月末時点で 80.1％と低下して

いる。

また、表 2 のとおり地域別の接種率には開差があり、改善の余地があると考える。

所管課においては、狂犬病ウイルスに人が感染した場合、命にかかわる事態となること

を重く受け留め、接種率の更なる向上に努められたい。
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〇岐阜県小中学校教育研究会負担金について（学校教育課）

岐阜県小中学校教育研究会は、教科等 30 部会と地域別 30 支部で組織され、県内の教

育振興及び教科等や地域に応じた研究を実践している。当市は、その部会と支部の運営

にかかる経費に対し、今年度は 1,524,400 円を支出している。

この負担金は、市町村における教職員の人数を基に算定されており、その根拠資料と

して令和 4年度の決算書を確認したところ、年度末の繰越金は部会の部で 7,785,066 円、

支部の部で 4,279,035 円の合計 12,064,101 円が計上されており、支部における繰越金が

最も多いのは、当市の 1,452,524 円であった。

所管課は、多額の繰越金があることを把握していたにもかかわらず、毎年度、同様の

算定基準で負担していた。

負担金調査票（見直しの方向性）において、コスト縮減は不可能であり、見直しはし

ないとしているが、本来の負担金の目的に沿った事業実態となっているか等を踏まえた

上で、予算を積算されたい。


